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要 旨 

１．ケーブルテレビ事業の概況                                                  

難視聴対策から始まったケーブルテレビ事業は､都市部でも成長し､現在では我が国の半数を超え

る2,948万世帯が加入する､国民の重要な情報通信インフラとなっている｡ 

ケーブルテレビ事業者の多くが、放送・固定ブロードバンド・固定電話で構成される「トリプルプレイ・

サービス」を複合的に提供することで加入世帯数を伸ばしてきたが､長期的に減少傾向にある世帯所

得やモバイルブロードバンドの普及により､事業環境は必ずしも楽観的とは言えない状況になってい

る｡ 

海外の動向としては、米国のケーブル事業では､引き続き放送サービス・固定電話サービスの加入

世帯数減と固定ブロードバンド加入世帯数の増加基調は変わらない状況にある。これに加え、通信規

制強化や大手通信事業者による放送サービスの拡充によりますます厳しい事業環境にある。こうした

中で、VR/ARなどの映像技術へも注目が寄せられている。 

 

２．主要なサービスの動向                                                    

（１） 放送事業 

近年、事業エリアの拡張工事等により対象世帯数が増加しているにもかかわらず、多チャンネル加

入世帯数は伸び悩んでいたが、2015年度は増加に転じた。 一方、ARPUは、低下基調を継続している。 

また、多チャンネルサービスの解約理由では、「サービスを使用しない」の回答割合が上昇基調にあり、

スマートフォン等の普及に伴う嗜好の多様化等の影響を受けた可能性が考えられる。 

(２) 通信事業 

ケーブルインターネット加入世帯数は、堅調に増加基調を継続している。一方、ARPU に関しては、

特に高速回線を主力商品とする事業者のＡＲＰＵが全体平均よりも高水準にあるものの、近年は低下

基調にある。近年、通信事業者との競争から同サービスの提供速度は高速化する傾向にある。 

（３） 固定電話事業 

固定電話サービスを提供する事業者は増加を続けており、8 割以上事業者がサービスを提供してい

る。 郊外エリアを含めた集合住宅比率の低い地域においても固定電話サービスの普及が進んでい

る。 

（４） MVNO事業 

開始間もない中、５割を超える事業者がMVNOサービスを実施している。また、92%の事業者がサー

ビスのデータ容量が3.0GB以下となるなど比較的ライトプランでの提供が多い。 

 

３．業績動向（2015年度決算）                                                   

ケーブルテレビ事業者の売上高は 3 期連続の増収となったが、年々主業である放送事業収入の売

上高に占める割合が減少し、通信その他の事業の割合が上昇している。また、投資回収の進展による

資本蓄積により資産規模も増加基調を継続している。 

 

 



４．ケーブルテレビ事業の成長・競争力強化に向けて―法人向けビジネスの現状と成長可能性―                                     

海外（特に米国）のケーブルテレビ事業者において、現在最も成長が著しいサービスが法人向けサー

ビスとなっている。そこで我が国のケーブルテレビ事業者の法人向けビジネスの成長可能性を調査し

た。 

（１）ケーブルテレビ事業者の法人向けビジネスの現状（事業者
．．．

アンケート調査結果） 

約 8 割の事業者が法人向けサービスを提供している。サービスとしては、固定インターネットや固定

電話といった通信サービスの他、コミュニティチャンネルへの CM 制作・出稿、番組・映像コンテンツ制

作といった放送事業者ならではのサービスが提供されている。一方で、売上高に占める規模としては、

まだまだ矮小となっている｡ 

（２）ユーザー企業の法人向けサービスへの需要動向（ユーザー企業の経営者
．．．．．．．．．．

へのアンケート調査結

果） 

  企業経営者 2,325 人に対してアンケート調査を実施したところ、ケーブルテレビ事業者の法人向けサ

ービスの認知度は約 2 割となった。特に従業員規模や売上高規模が小さくなるほど認知度が下がる傾

向にあった。また、認知度の高い経営者ほどサービスへの関心度が高くなる傾向にあることから、サー

ビスを周知していくことが急務といえる。尚、サービス導入時の課題としても、「お金がかかりそう」「効果

が不明」といった回答が多く寄せられたことから、サービスの認知が法人向けサービスの拡大には必須

ということがわかる。 

 関心度が高い企業経営者の属する業種は、宿泊業や生活関連サービス業であった。こうした業種は、

地域に多く存在することから、地域密着のICTインフラを担うケーブルテレビ事業者の法人向けサービス

の潜在的ニーズは大きい。 

以 上 
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